
◎教育公務員特例法等の一部を改正する法律 
（平成二八年一一月二八日法律第八七号）   

一、提案理由（平成二八年一〇月二六日・衆議院文部科学委員会） 

○松野国務大臣 おはようございます。 

 このたび政府から提出いたしました教育公務員特例法等の一部を改正する法律案につ

いて、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 学校教育の成否は、教員の資質によるところが大きく、これからの時代に求められる

学校教育を実現するためには、教育の直接の担い手である教員の資質の向上を図ること

が重要であります。 

 一方で、近年、教員の大量退職、大量採用等による教員の年齢構成や経験年数の不均

衡により、特に若手教員への知識、技能の継承が図りにくい状況があります。このため、

教員の体系的かつ継続的な研修を充実させていくための環境整備を図ることが急務とな

っております。 

 また、現在、新しい学習指導要領等のあり方について検討を進めているところですが、

これからの時代の教育に対応できるようにするため、教員の資質の向上を確実に図る必

要があります。 

 この法律案は、このような観点から、教員の任命権者が実施する教員の資質向上方策

の充実、大学における教員養成課程の改善及び独立行政法人教員研修センターの機能強

化等について必要な措置を講ずるものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、公立小学校等の校長及び教員の任命権者に、校長及び教員としての資質の向

上に関する指標及びそれを踏まえた教員研修計画の策定等を義務づけるとともに、十年

経験者研修を中堅教諭等資質向上研修に改め、実施時期の弾力化等を図るものでありま

す。 

 第二に、学校教育における新たな教育課題に対応するため、大学における教員養成課

程の教科に関する科目や教職に関する科目等の科目区分を統合するとともに、小学校教

諭の特別免許状の教科に外国語を加えるものであります。 

 第三に、独立行政法人教員研修センターの業務に、学校教育関係職員としての職務を

行うに当たり必要な資質に関する調査研究等の業務を追加し、同センターの名称を独立

行政法人教職員支援機構に改めるものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成二八年一一月八日） 

○永岡桂子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、教育委員会等に対し、文部科学大臣の定める指針を参酌した上で、校長及び

教員の資質の向上に関する指標の策定及び当該指標を踏まえた教員研修計画の策定を義

務づけるとともに、十年経験者研修を中堅教諭等資質向上研修に改めること、また、独

立行政法人教員研修センターの業務を追加するとともに、名称を独立行政法人教職員支

援機構に改めること等について定めるものであります。 

 本案は、去る十月二十五日本委員会に付託され、翌二十六日、松野文部科学大臣から

提案理由の説明を聴取した後、質疑に入り、十一月二日に質疑を終局いたしました。質

疑終局後、討論、採決の結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと

決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月二日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 文部科学大臣が策定する指針については、教育委員会等が地域の実情に合わせた指 

標を自主的・自律的に定めるための大綱的な内容のものとし、地域や学校現場に対す 

る押し付けにならないようにすること。 

二 教育委員会等が策定する指標については、画一的な教員像を求めるものではなく、 

全教員に求められる基礎的、基本的な資質能力を確保し、各教員の長所や個性の伸長 

を図るものとすること。また、同指標は、教員の人事評価と趣旨・目的が異なるもの 

であることを周知すること。 

三 指標の策定に関する協議会においては、教育委員会や大学の教員養成課程の関係者 

のみならず、協議等を通じて、地域における課題や学校現場の状況を反映させること。 

四 指標を踏まえた教員研修計画の策定に当たっては、教員の資質能力の向上に資する 

効果的・効率的な研修計画を体系的に整理することにより、教員の更なる過重負担を 

招かないようにすること。 

五 中堅教諭等資質向上研修の実施に当たっては、十年経験者研修と免許状更新講習の 

時期等が重複することによる教員の負担を軽減する観点から、免許状更新講習の科目 

と中堅教諭等資質向上研修の科目の整理・合理化や相互認定の促進を図ること。 

六 学校現場で多忙を極める教員が、児童・生徒と向き合う時間を確保しつつ法の趣旨 

に則った効果的な研修を受講できるよう、事務職員や他の専門能力スタッフの拡充を 

推進するとともに、昨年六月に「教育現場の実態に即した教職員定数の充実に関する 

件」を全会一致で決議したことを踏まえ、教職員定数の計画的拡充に努めること。 

七 小学校における外国語の特別免許状の授与を決定するに当たっては、外国語の能力 

のみに偏重することのないよう、教育職員検定において、教員としての熱意や教科専 

門性を十分に問うものとすること。また、外国語が教科化される予定であることを踏 



まえ、特別免許状は例外的措置であり、小学校における外国語の専科担任制の拡充に 

ついて検討すること。 

八 独立行政法人教職員支援機構の運営に当たっては、事務の効率化に努め、機構の業 

務範囲の拡大が組織の定員や予算の肥大化につながらないようにすること。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成二八年一一月一八日） 

○赤池誠章君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、学校教育関係職員の資質の向上を図るため、公立の小学校等の校長及び

教員の任命権者に校長及び教員としての資質の向上に関する指標及びそれを踏まえた教

員研修計画の策定を義務付けるとともに、中堅教諭等資質向上研修を創設するほか、学

校教育関係職員としての職務を行うに当たり必要な資質に関する調査研究等の業務を独

立行政法人教員研修センターの業務に追加し、その名称を独立行政法人教職員支援機構

に改める等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、文部科学大臣が定める指針の在り方、小学校外国語の特別免

許状創設における留意点、学校現場の実態を踏まえた教職員定数改善の必要性等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の吉良理事より反対、希望の会

（自由・社民）の木戸口委員より反対の意見が述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月一七日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、文部科学大臣が策定する指針については、教育委員会等が地域の実情に合わせた指 

標を自主的・自律的に定めるための大綱的な内容のものとし、地域や学校現場に対す 

る押し付けにならないようにすること。 

二、教育委員会等が策定する指標については、画一的な教員像を求めるものではなく、 

全教員に求められる基礎的、基本的な資質能力を確保し、各教員の長所や個性の伸長 

を図るものとすること。また、同指標は、教員の人事評価と趣旨・目的が異なるもの 

であることを周知すること。 

三、指標の策定に関する協議会においては、任命権者の判断の下、教育委員会や大学の 

教員養成課程の関係者のみならず、地域の実情に応じ、多様な教育関係者等で構成す 

るよう努めることとし、協議等を通じて、地域における課題や学校現場の状況を指標 

等に反映させること。また、協議の内容等について積極的な情報公開を行うとともに、 



協議会の構成員以外の者からも幅広く意見を聴取するよう努めること。 

四、指標を踏まえた教員研修計画の策定に当たっては、教員が主体的に研修に取り組む 

ことができるよう配慮しつつ、教員の資質能力の向上に資する効果的・効率的な研修 

計画を体系的に整理し、教員の更なる過重負担を招かないようにすること。また、教 

員は現場で育つということを考慮し、日常の校内研修の充実を図ること。 

五、中堅教諭等資質向上研修の実施に当たっては、十年経験者研修と免許状更新講習の 

時期等が重複することによる教員の負担を軽減する観点から、免許状更新講習の科目 

と中堅教諭等資質向上研修の科目の整理・合理化や相互認定の促進を図ること。 

六、中堅教諭等資質向上研修の実施時期の設定に当たっては、指標に基づき、地域・学 

校現場の実情を踏まえ、柔軟な取扱いとするよう周知すること。 

七、学校現場で多忙を極める教員が、児童・生徒と向き合う時間や教材研究の時間を確 

保しつつ法の趣旨にのっとった効果的な研修を受講できるよう、事務職員や他の専門 

スタッフの拡充を推進するとともに、昨年六月に「教育現場の実態に即した教職員定 

数の充実に関する決議」を全会一致で行ったことを踏まえ、教職員定数の計画的拡充 

を図ること。 

八、小学校における外国語の特別免許状の授与を決定するに当たっては、外国語の能力 

のみに偏重することのないよう、教育職員検定において、教員としての熱意や教科専 

門性を十分に問うものとすること。また、外国語が教科化される予定であることを踏 

まえ、特別免許状が例外的な措置であることに留意しつつ、小学校における外国語の 

専科担任制の拡充について検討すること。 

九、独立行政法人教職員支援機構の運営に当たっては、事務の効率化に努め、機構の業 

務範囲の拡大が組織の定員や予算の肥大化につながらないようにすること。また、同 

機構が行う研修、調査研究等が、私立学校教職員の資質能力の向上等にも資するよう 

引き続き配慮すること。 

  右決議する。 


